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1 ．はじめに

　本稿の目的は，マネジメント・コントロール
論に関する海外の代表的な先行研究のレビュー
を通して，現代にいたるまでのマネジメント・
コントロール研究の系譜を概観するとともに，
今後の研究拡張の方向性を探索することである。
　以下，第 2 節にて文献レビューのフレーム
ワークを提示し，第 3 節では第 2 節で提示した
フレームワークに沿って代表的な海外の既存研
究についてのレビューを行う。さらに第 4 節で
は，既存研究によって明らかにされている点，
および明らかにされていない点について考察し，
第 5 節で本稿のまとめを行ったうえで，さらな
るマネジメント・コントロール研究の拡張可能
性に言及する。

2 ．文献レビューのフレームワーク

　本節では，文献のレビューを行うにあたって
のフレームワークを設定する。
　第 1 に，時代区分として，マネジメント・コ
ントロール概念の研究が大きく進展するきっか
けとなった Anthony（1965）以前の研究と以降
の研究に分ける。
　マネジメント・コントロール概念についての
研究は，Anthony（1965）が提示したフレーム
ワーク，ならびにそれに対して後進の研究者が
行った批判的研究によって大きく進展した（福
嶋，2012，80頁）。Anthony（1965）以前の研究は，

一部では非財務情報への言及が見られるものの，
そのほとんどがサイバネティック・アプローチ，
すなわち公式的な会計情報による予算策定や業
績評価を中心とした，情報提供ならびに意思決
定の支援に限定されていた。Anthony（1965）
のフレームワークは，マネジメント・コントロー
ルと戦略的計画およびオペレーショナル・コン
トロールとを区別したうえで，それまでの業務
コントロールの検討を複雑にしていた「業界特
有の事情」などの要素を大胆に整理した（Otley，
1994）。この Anthony（1965）を分岐点として，
マネジメント・コントロール研究は，公式的な
会計情報やサイバネティック・アプローチに限
らずその範囲を広げていくこととなった。
　第 2 に，Anthony（1965）以降の研究につい
て，「会計コントロールから非会計コントロー
ルへの範囲拡大」「公式的コントロールから非
公式的コントロールへの範囲拡大」の 2 つのベ
クトルによる整理を行う。
　先述したように，Anthony（1965）が提示し
たフレームワークは，それまで様々な戦略論お
よび管理会計論の研究者が唱えていた多種多様
なマネジメント・コントロールに関する論点を
大胆に整理し，マネジメント・コントロール研
究を不要な複雑性から解放した（Otley，1994，p. 
289； 福嶋，2012，81頁）。しかしその大胆な整
理によって，マネジメント・コントロールの定
義が「公式」かつ「会計情報の活用」という狭
い範囲に限定される結果となった（Otley et al., 
1995，p. 31）。その後，不確実性を増す外部環
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境や，経済発展に伴う組織活動の複雑化への対
応が迫られる中で，マネジメント・コントロー
ルの研究者たちは，心理学や組織論，戦略論と
いった近接領域の研究を取り込みつつ，「非会
計情報の活用」も織り込んだコントロール・
パッケージ，さらには明示的ではない社会的コ
ントロールに代表される「非公式的」なコント
ロール手法へと議論を拡張していった。
　以上の視角に基づき，Anthony（1965）以降
の研究を「会計コントロールから非会計コント
ロール領域への研究範囲の拡大」「公式的コン
トロールから非公式的コントロールへの研究範
囲の拡大」の 2 つのベクトルで整理して議論を
進める。

3 ．文献レビュー

3.1 Anthony（1965）以前のマネジメント・
コントロール論

　「計画と統制（planning and control）」をその
主要概念とするマネジメント・コントロール

（Anthony，1965）は，組織規模の大小や業種に
かかわらず，その持続的なマネジメントのため
の重要な機能の 1 つである。マネジメント・コ
ントロールの概念についての重要性は比較的早
期に認識されており，少なくとも1910年代に
は議論が開始されていたことが明らかになって
い る。 例 え ば Emerson は 著 書 The Twelve 
Principles of Efficiency の中でコントロールの重
要性について強調している（Emerson, 1912; 
Giglioni and Bedeian, 1974, p. 294）。
　しかし，この段階では，マネジメント・コン
トロール論の主要テーマが予算策定や業績評価
を中心とした情報提供ならびに意思決定の支援
に限定されていたうえに，様々な論者が多様な
定義を設定して，それぞれ独自の議論を進めて
いた（福嶋，2012，80-81頁）。そのため，コン
トロールの手段についての検討は個別具体的な
内容にとどまり，実務での柔軟な応用が期待で
きるような「理論」に昇華する段階までには至

らなかったといえよう。このように，Anthony
以前においては，システムとしてのマネジメン
ト・コントロールについての議論は未成熟の状
態であったことがうかがえる。

3.2 Anthony（1965）の概要，意義および明ら
かになった課題

　「計画と統制」についての統一的な仕組みを
どのように設計するかについてのまとまった議
論がなされていない中で，非常に単純な概念フ
レームワークを提示したのが Anthony（1965）
である。同著において著者の Anthony は， 組
織階層を「経営者層および本社スタッフ」，「中
間管理者層」ならびに「下位の管理者層」の 3
区分に分けたうえで，各階層がそれぞれ「戦略
的計画（strategic planning）」，「マネジメント・
コントロール」「現業統制（operational control）」
という役割を担うとした。
　Anthony（1965）の特徴として，「計画と統制」
を 1 つのまとまったプロセスとして捉えた点が
挙げられる。「計画と統制」は，概念としては
それぞれ独立した要素として取り扱うことは可
能ではあるが，現実には一連の活動として実施
されるため，この 2 つの要素を分離させること
は有益とは言えないとされた（Anthony，1965，
p. 11）。例えば，「予算統制」のプロセスは，明
らかに「計画」活動である予算の準備と承認か
ら始まるが，同時にそれは「統制」の基礎をな
すものでもあると言える（Ibid.，p. 11）。そのよ
うに考えたAnthonyは，組織を階層で切り分け
たうえで，それぞれの階層で「計画」と「統制」
が自己完結するフレームワークを提唱した。各
プロセスの具体的な定義は以下のとおりである。

「戦略的計画（経営層および本社スタッフ）」
� （Ibid.，p.�16）
　組織の目標，それら組織の目標の変更，目標
の実現のために使用される資源，およびこれら
の資源の獲得や使用，処分の際に従うべき方針
について決定するプロセス。
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「マネジメント・コントロール（中間管理者層）」
� （Ibid.，p.�17）
　組織目標の達成に向けて，マネジャーによる
効果的かつ効率的な資源の獲得および使用を確
実にするためのプロセス。

「現業統制（下位管理者層）」（Ibid.，p.18）
　特定の業務が効果的かつ効率的に実行される
ことを確実にするプロセス。

　この Anthony のフレームワークがもたらし
た学術的意義，および後続の研究者によって提
起された様々な問題点によって，マネジメン
ト・コントロール論の研究が急速に進展するこ
ととなった。代表的な学術的意義と課題につい
ては，Otley（1994）や福嶋（2012）をはじめ
とした多くの先行研究で言及されている。ここ
では，その一部について簡潔に述べる。
　まず学術意義としては，様々な研究者によっ
て多様な定義がなされていた「計画と統制」の
プロセスを，組織階層を使用することによって
明快に整理した点が挙げられる。目標設定・戦
略策定に関する問題は組織によって異なるうえ
に，業界によっては特殊かつ多様なコントロー
ルを実践するうえでの問題を内包している。こ
れらの多種多様な論点を考慮する必要性を回避
し（福嶋 2012，81頁），行き詰まりを見せてい
たマネジメント・コントロール研究を再び大き
く前進させたという意味で，Anthony のフレー
ムワークはマネジメント・コントロール研究の
領域に大きな貢献をしたといえよう。
　一方で，問題点としては，マネジメント・コ
ントロールを他のプロセスから分離させたこと
によって，その定義が狭い範囲に限定されてし
まったことが挙げられる。第 1 に，戦略的計画
および現業統制とマネジメント・コントロール
の関係性についての論点が考慮されなくなった

（Langfield-Smith，2007）。 第 2 に，Anthony の
フレームワークが「公式的」な「会計情報によ
る」コントロールであると捉えられたことから，

その後の研究において，公式的な会計情報によ
るコントロールが「伝統的な」マネジメント・
コントロール概念として定着する結果となった

（Otley，1994）。
　実際は，Anthony 自身は非会計情報の意義を
理解していたと考えられる。例えば「マネジメ
ント・コントロール・システムは会計情報を土
台としているが，だからといって金銭が唯一の
測定基準ということにはならないし，また金銭
が最も需要な基準ということにもならない」（筆
者訳，Anthony，1965，p. 42）としているうえに，
非会計（非定量）情報についても会計（定量）情
報と同様に有用であると述べている（Ibid，p.42）。
しかしその本来の意図とは異なり，Anthony 以
降のマネジメント・コントロール研究は，公式
的かつ会計情報に焦点を当てた，不必要に制約
的（unnecessarily restrictive）なフレームワー
クの研究として拡がりを見せることとなった

（Otley et al.，1995，p. 31）。

3.3 Anthony（1965）以降のマネジメント・
コントロール論

　前節で述べた Anthony の「伝統的」フレー
ムワークに関する課題は，その後のマネジメン
ト・コントロール研究を大きく進展させる結果
をもたらした。そして，その動きは1980年の前
後から一気に加速度を増していった。具体的に
は，製造業を中心とした詳細な事例研究を通し
て，心理学や組織論，戦略論など，隣接する学
術領域の成果を取り込みつつ，公式・非公式の
双方を含む多様なコントロール手段の存在と，
それらの相互作用メカニズムを強調するマネジ
メント・コントロール・システムの研究が発展
した。
　本節では，Anthony（1965）以降のマネジメ
ント・コントロール研究がどのように拡張され
てきたかについての整理を試みる。研究拡張の
方向性としては「垂直的・水平的拡張」（福嶋，
2012）など様々なものが提唱されているが，本
稿では「会計コントロールから非会計コント
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ロール」「公式的コントロールから非公式的コ
ントロール」という 2 つの拡張の軸を用いて主
要な既存研究のレビューを行い，それらが明ら
かにしてきた発見事項を提示する。

3.3.1 隣接領域を取り込んでの公式的コント
ロールの拡張

　Anthony（1965）以降，様々なコントロール
手段は単独で組織目標の達成に貢献するのでは
なく，全体として組織目標の達成に貢献すると
いう観点から，マネジメント・コントロールを

「パッケージ」として研究する必要性が主張さ
れるようになった（Flamholtz et al., 1985 ; Dent, 
1990 ; Abernethy and Chua, 1996 ; Fisher, 1998 ; 
Chenhall, 2003ほか）。
　パッケージ論の初期の代表的な研究としては，
組織論の領域における Ouchi（1979）が挙げら
れる。
　Ouchi（1979）では，複数の企業やプロジェ
クトを対象とした事例研究を通じて，「行動測
定（behavior measurement）」「成果測定（output 
measurement）」「クラン・コントロール（clan 
control）」という 3 つのコントロール手段が明
示された。この Ouchi の研究の意義は大きく 2
つあると考えられる。第 1 に，会計情報を含む

「成果」のコントロールだけでなく，「行動」や
「クラン」といった会計以外のコントロール手
段の存在を明らかにしたことである。その結果，

組織のコンテクストの違い，例えば製造業やア
パレル，研究所といった業界の違いによって，
主に活用されるコントロール手段が異なる可能
性があることが示された。第 2 に，これらのコ
ントロール手段が，組織が「成果を測定するこ
とができる能力」ならびに「行動から結果につ
なげる道筋についての知識」をどの程度保有し
ているかによって，その活用が選択的に規定さ
れる可能性を示唆したことである（図 1 ）。
　Ouchi（1979）以降，計画や業績測定・評価
といった定量情報を活用したコントロール・シ
ステムに，組織構造や組織文化が影響を与える
ことを示した Flamholtz（1983）や，非会計的
な手段が会計的な手段を補完する形でマネ
ジャーの行動をコントロールすることを示唆し
た Merchant（1985）など，マネジメント・コ
ントロール概念の拡張についての代表的研究が
次々と発表されていった。
　その中で，その後のマネジメント・コントロー
ル・パッケージにおける実証研究のフレーム
ワークとして頻繁に使用されることとなるのが，
Simons（1995）と Merchant（1998）である。
　Simons はマネジメント・コントロール・シ
ステムを「マネジャーが組織としての活動パ
ターンを維持または変化させるための，公式的
に定められた，情報に基づくルーティンや手段」
と定義したうえで，その公式的なシステムとし
て，「 理 念（belief） コ ン ト ロ ー ル 」「 境 界

図1　Ouchi（1979）によるコントロール手段の選択肢

行動から成果への変換過程についての知識

完全 不完全

成果が測定できる可能性
高い

行動測定コントロール 
あるいは 

成果測定コントロール 
（事例：アポロ計画）

成果測定コントロール 
（事例：女性向けブティック）

低い 行動測定コントロール 
（事例：ブリキ缶工場）

クラン・コントロール 
（事例：研究所）

出典：Ouchi（1979），p.843，TABLE 3をもとに筆者作成
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（boundary）コントロール」「診断（diagnostic）
コントロール」「双方向（interactive）コントロー
ル」という，相互に関連しあう 4 つのコント
ロール・レバー（levers of control）を提唱した

（図 2 ）。以下，各コントロール・レバーについ
て簡潔に述べる。
　まず，理念（belief）コントロールは，会社
のクレド（信条）や社是・社訓といった明示的
な手段を通して，組織の中核的な価値（core 
values）に関する公式的な情報を意図的に伝達
することで，組織全体での機会探索を奨励し，
組織が向かうべき正しい方向へ組織成員を導く
コントロール・システムである。次に，境界

（boundary）コントロールは，回避すべき事業
リスク（risks to be avoided）をベースとした
公式的な行動規範を示すことで，組織成員の行
動に一定の制限をかけるコントロール・システ
ムである。この制限によって，組織成員が容認
されうる機会探索の範囲が伝達され，組織成員
が注力すべき方向性が明確になる。診断

（diagnostic）コントロールは，組織のパフォー
マンスを監視し，事前に設定された基準からの
乖離を測定・修正するために活用される公式的
なコントロール・システムである。代表的な例

として，予算管理制度や業績管理システムが挙
げられる。最後に，双方向（interactive）コン
トロールは，戦略面での不確実性が高い状況に
おける議論のための枠組みをマネジャーが部下
に提供する，公式的なコントロールである。こ
れにより，組織全体を巻き込んだコミュニケー
ションが強制的に実施されると同時に，日常業
務を経由しない情報収集についての動機付けが
なされる。
　これら 4 つのコントロール・レバーは，相互
補完的に活用される際にその効力を発揮すると
されている。理念コントロールと双方向コント
ロールは創造を司る「陽」のエネルギーを，境
界コントロールと診断コントロールは制約と秩
序を司る「陰」のエネルギーを持ち，それぞれ
が拮抗したダイナミックな緊張関係（tension）
を創り出す，というのが Simons の主張である

（Simons，1995）。
　ここで，理念コントロールや双方向コント
ロールは，一見すると非公式なコントロールに
関連するようにも捉えることができよう。しか
し Simons（1995）は 4 つのコントロール・レバー
すべてを公式的なシステムであると定義してお
り，この点が本フレームワークの大きな特徴と

事業戦略

中核的な
価値

戦略面での
不確実性

双方向
コントロール

理念
コントロール

境界
コントロール

診断
コントロール

回避すべき
リスク

重要な
パフォーマンス

変数

図2　Simons（1995）のコントロール・レバー

出典：Simons（1995），p. 7，Figure 1.2をもとに筆者作成
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なっている。
　なお，Simons の 4 つのコントロール・レバー
はマネジメント・コントロール・パッケージの
代表格であり，現在でも盛んに研究の対象とさ
れている。一例を挙げると，診断コントロール
および双方向コントロールについては，近年
Ahrens and Chapman（2004）が提唱する「強
制的コントロール（coercive controls）」および

「イネイブリング・コントロール（enabling 
controls）」１と結び付けた研究が蓄積されてきた。
Bisbe et al（2019）によれば，1995年から2015
年までに公刊されたマネジメント・コントロー
ル・システム関連の査読付き論文59編のうち23
編が，これら 2 つの理論的枠組みを結び付けて
引用するか，あるいは少なくともこれら 2 つか
ら情報を得ていた。２

　Simons（1995）と並び，その後のマネジメン
ト・コントロール研究に大きな影響を与えたの
が Merchant（1998）である。Merchant は著書
Modern Management Control Systems に お い
て，マネジメント・コントロール・システムを

「組織の戦略や計画が確実に実行されるように，
また場合によってはそれらの修正のために，マ
ネジャーが実行するすべてのことを包含する」

（p. Ⅺ）ものであると定義した。
　そのうえで，コントロールの対象（object of 
control） と し て，「 行 動（action）」，「 結 果

（results）」，「人事（personnel）」，および「文化
（culture）」の 4 つのコントロール・システムを
体系化したフレームワークを提唱した。これら
は，上位役職者が従業員をマネジメントするた
めの考え方を体系化したものと考えられる。以
下では，各要素について簡潔に整理する。

　まず，「行動のコントロール」とは，組織成
員の好ましくない行動を抑制することを目的と
するコントロールであり，従業員の活動に直接
働きかける 4 つの基本要素で成り立っている。
第 1 の要素は「行動の制約」である。従業員に
対して，行うべきでない行為の実行を不可能あ
るいは困難にするよう制約を設定する。第 2 の
要素は「行動の事前レビュー」である。従業員
の行動計画等の事前レビューを通して適切な行
動を導く。第 3 の要素は「行動の報告責任付与」
である。従業員に対して自らの活動を報告させ，
それについてのフィードバックを通してより良
い行動を促す。第 4 の要素は「余剰能力の確保」
である。タスクの成功確率を高めるために，バッ
クアップの人材や設備等の「余力」を設定する。
次に，「結果のコントロール」は，測定された
成果へのインセンティブによる間接的コント
ロールであり，組織のどの階層の従業員の行動
にも適用される。望ましい成果が得られた際に
はポジティブなインセンティブが与えられる。
一方で，望ましくない成果が得られた際にはネ
ガティブなインセンティブが付与される。この
インセンティブは金銭的なものとは限らず，昇
進や権限強化，雇用の保証など多岐にわたる。

「人事のコントロール」とは，従業員を管理し
たり，モチベーションを向上させたりするため
のコントロールである。従業員の選抜や適材適
所の実現，訓練や研修，質の高い業務を遂行す
るために必要な資源や環境の提供を通して，従
業員の自律的な行動を引き出す。最後に，「文
化のコントロール」とは，組織の価値観や規範
から逸脱する個人に対して強いプレッシャーを
かける，相互監視のコントロールである。企業

 
１ Ahrens and Chapman（2004）の「強制的コントロール」および「イネイブリング・コントロール」は，Adler and 
Borys（1996）の官僚制組織の研究が源流となっている（新江・伊藤，2011）。Adler and Borys は，官僚制組織は官僚制
の公式性の度合いによって，組織慣行の実行をメインとする強制的システム（coercive systems）と，組織慣行の変更に
適したイネイブリング・システム（enabling systems）の 2 種類の組織デザインがあるとした。この枠組みを公式的なコ
ントロール・システムへと昇華させたのが Ahrens and Chapman（2004）である。
２ Bisbe et al（2019）では更に，これら 2 つの理論的枠組みについての概念的な曖昧さと相違点，ならびに同時に使用
される際のパターンを明らかにしている。
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理念やビジョン，行動指針，マニュアルなどに
加え，ユニフォームの採用などの物理的な措置，
経営者の言動（tone at the top）が活用される。
このコントロールは，組織成員同士の社会的ま
たは感情的な結びつきが強い場合に最も効果的
である。
　Merchant のフレームワークは，「文化のコン
トロール」の中に，組織成員同士のインフォー
マルな関係性を想定しているという点で，
Simons（1995）のフォーマル前提のフレームワー
クとは一線を画すものとなっている。
　このように，非会計情報によるコントロール
を取り込んだパッケージ論の研究は，1980年前
後から近年まで，世界的な広がりを見せてきた。
一方で，様々な研究者が様々な観点からコント
ロール・パッケージを論じるものの，複数のコ
ントロール・システムをパッケージとして包括
的に分析した実証研究は，定量分析，定性分析
ともにそれほど発展しなかった。このような状
況を克服すべく，実証研究の基礎となるフレー
ムワークの確立を試みたのがMalmi and Brown 

（2008）である。彼らは1980年代以降数十年に
わたるマネジメント・コントロール・パッケー
ジ研究を総括し，図のように広義の概念での
パッケージの類型化を行った。具体的には，既
存のコントロール・パッケージ研究の詳細なレ
ビューを通して，大きく 5 つのコントロール手
段からなる分類を明らかにした（図 3 ）。以下，
その要点について簡潔に述べる。

　 1 つ目は「文化コントロール」である。これ
は，従業員の行動に影響を与える価値や信念，
社会的規範によるコントロールのことを指す。
この文化によるコントロールはさらに，共同体
の規範（クラン）に基づくコントロール，価値・
理念によるコントロール，および象徴・儀礼に
よるコントロールに分けられており，これらは
Simons（1995）や Ouchi（1979）などの研究が
ベースとなっている 。 2 つ目は，目標設定と
それを達成させるための活動計画による「計画
設定コントロール」である。これは，中長期を
想定した長期計画と， 1 年程度を想定した活動
計画で構成される。 3 つ目は Anthony（1965）
以前からの伝統的なマネジメント・コントロー
ルの中核であった，「サイバネティック・コン
トロール」である。このコントロールには，予
算や，会計指標による評価システム，非会計指
標による評価システム，ならびにバランスト・
スコアカード（Kaplan and Norton，1996）のよ
うな，会計的・非会計的両方を含む複合型評価
システムの 4 つのコントロール・システムに
よって構成されている。 4 つ目は，「報酬・報
奨コントロール」である。これは，「計画設定
コントロール」で設定された目標を達成するた
めのインセンティブとして機能するとされてい
る。 5 つ目は「管理コントロール」である。こ
れは，会議体等のガバナンス体制を整備するほ
か，組織構造のデザインを通して組織成員を組
織化したり，業務マニュアル等によって組織成

図3　Malmi and Brown（2008）のマネジメント・コントロール・パッケージ

文化コントロール

クラン 価値 シンボル

計画設定 サイバネティック・コントロール
報酬と報奨

長期計画 活動計画 予算 財務評価 
システム

非財務評価 
システム

複合型評価 
システム

管理コントロール

ガバナンス構造 組織構造 方針と手続き

出典：Malmi and Brown（2008），p. 291，Fig. 1をもとに筆者作成
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員の行動規範を規定したりするなど，組織体と
しての基礎を形成する要素として位置付けられ
ている。
　以上述べてきたように，会計情報を中心とし
たサイバネティック・アプローチを出発点とし
たマネジメント・コントロール研究は，非会計
情報を含むコントロール・パッケージとして拡
張されてきた。そして，拡張されたパッケージ
は組織文化のコントロール（Merchant，1998）
など，必ずしも明示的ではないコントロールを
含むこととなり，Anthony（1965）から Simons

（1995）にいたるまで研究の主流であった公式
的なコントロール手法から，非公式的なコント
ロール手法へと議論が広がっていった。次節で
は，この非公式的コントロールについての比較
的新しい実証研究を概観する。

3.3.2 インフォーマルなコントロールの導入
　非会計領域への拡張が主であった時期にも，
前節で概観した Ouchi（1979）の「クラン・コ
ントロール」や Merchant（1985）の「組織文
化のコントロール」のように，「非公式的」な
性質を含むコントロール手法は限定的に論じら
れていた。そして2000年代以降，この非公式的
なコントロールについての研究が徐々に蓄積さ
れてきた。
　まず，特定領域についての専門知識を持つ組
織成員で構成される「知識集約型」組織，具体
的にはソフトウェア開発チーム 3 組の比較事例
研究を通して，当該組織が「知識の複雑性」に
対応するためのマネジメント・コントロール・
システムについて検討したのが Ditillo（2004）
である。Ditillo は，不確実性に対処するための
情報提供や組織内全体最適の達成だけでなく，
組織成員の専門分野の知識の統合を通して組織
をまとめることを，マネジメント・コントロー
ル・システムの機能の 1 つとして定義した。事
例研究の結果，多くのイノベーションを伴う新
プロジェクトを担当するチームでは，メンバー
間での対面型のコミュニケーションが随時行わ

れることによって，各組織成員の専門知識の統
合が行われていた。このコミュニケーションは
明示的なルールに基づくものではなく，非公式
的に行われているものであった。
　次に，Auzair and Langfield-Smith（2005）は，
組織ごとの戦略やステージの違い，具体的には
マス向けや専門的サービスといった顧客焦点の
違い，低価格路線か高価格路線かといった価格
戦略の違い，差別化の程度の違い，ならびに成
熟度の違いによって，官僚的なコントロールの
採用度合いがどのように異なるかについて，
オーストラリアのサービス企業121社を対象と
した Semantic Differential 法による質問票調査
を行った。この研究では，「官僚的なコントロー
ル」を構成する変数の 1 つとして，公式的コン
トロールと非公式的コントロールが採用された。
分析の結果，専門的サービス組織，高価格戦略
を採用する組織，差別化を積極的に行う組織，
および成長中の組織は公式的コントロールでは
なく，非公式的コントロールを志向するという
傾向が明らかになった。
　Collier（2005）は，オーストラリアに本社の
あるオーナー系包装機械業者 TNA に対する長
期間のフィールドスタディを通して，同社にお
いて非公式的なコントロールが機能するメカニ
ズムを明らかにしている。同社のオーナーは各
拠点に出張した際に，現地の従業員とパブやレ
ストランでの非公式的な会食を恒常的に実施し
ていた。
　この非公式的コントロールを通して，オー
ナーは自らの信念や組織として目指すべきビ
ジョン，価値観等を従業員たちに自然な形で伝
達することができ，またコミュニケーションを
とる中で，現場が直面している重要な課題や，
従業員発のアイデアを共有することが可能と
なっていることが明らかになった。
　また，Frow et al.（2005）は，グローバルな
ＩＴ企業である Astoria の管理職22名へのイン
タビューを通して，同社において公式的コント
ロールと非公式的コントロールとの相互作用が
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発生していることを発見した。Astoria の各ビ
ジネス・ユニットの管理職は，他の管理職との
面と向かっての非公式的な議論を通して，協力
関係の構築を行っていた。管理職によるこのよ
うな非公式的な活動は，特に課題が容易に解決
されないような状況下においては，公式的な手
続きによって補強・促進されていることが明ら
かになった。

4 ．考察

　前節で行った先行研究レビューを踏まえ，本
節では今後のマネジメント・コントロール研究
の方向性について考察する。具体的には，非公
式的コントロールについての研究，ならびにコ
ントロール・システム間の相互作用についての
さらなる研究の拡張について考察する。
　前節で述べたように，マネジメント・コント
ロールのフレームワークについての研究は，
Anthony（1965）以降，理論的にも実証的にも
蓄積がなされてきた。今後は次の 2 点について
の研究発展が望まれると考えられる。
　第 1 に，非公式的コントロールについてのさ
らなる事例の蓄積と，それらを帰納的に検討す
ることによる体系化が挙げられる。非公式的コ
ントロールは，Ouchi（1979）等によって比較
的古くからその存在が提唱されてはいるものの，
実証研究の数は依然としてそれほど多くない。
さらに，前節で概観した実証研究はすべてケー
ススタディによるものであるが，その対象は，
プロジェクトチームや創業者の影響力が強い
オーナー企業など，比較的小規模の組織体の研
究にとどまっている。今後は当該論点について
の研究数を増やし，学術的な知見を拡大してい
く必要があると考えられる。
　また，非公式的な取り組みが果たしてコント
ロールと言えるのかどうかについても，さらな
る検討が必要であると考える。例えば，Collier

（2005）では「オーナーが部下との会食を通じ
て文化や価値観を伝える」という行為を非公式

的コントロールとして捉えている。しかしなが
ら，同研究で“Social events were ‘compulsory’ 
in the sense that they were the main way in 
which geographically dispersed employees could 
interact with Taylor”（Collier，2005，p.331）と
述べられているように，同研究の事例における
オーナー（Taylor）との会食は，ある意味義務
的（compulsory）な位置づけとなっている可能
性がある。そのような場合，どれだけオーナー
が「非公式的」なコントロールであると位置付
けたとしても，従業員が「公式的」であると意
識した時点で，そのコントロールは実質的には
非公式的なものではなくなる可能性がある。ま
た，Ditillo（2004）の研究では，メンバー間で
の対面型のコミュニケーションによって，各組
織成員の専門知識の統合が行われており，この
コミュニケーションは明示的なルールに基づく
ものではなく，非公式的に行われているものと
されていた。しかし，これはむしろ「意図的に
コントロールしない」という公式的なコント
ロールによって行われた活動とも捉えることが
でき，非公式的なコントロールが行われた，と
表現することが妥当かどうかについては，さら
なる検討が必要であろう。
　第 2 に，拡張されたパッケージ内の，各コン
トロール・システム間の相互作用メカニズム解
明が挙げられる。代表的な相互作用としては，
第 2 節で述べた Simons（1995）の“tension”が
挙げられる。この“tension”については，理論
的な研究はいくつかなされているものの，実証
的な研究はそれほど多くないうえに，限定的な
知見しか得られていない。例えば Henri（2006）
は，診断型コントロールと双方向コントロール
の交互作用項を tension の代理変数として実証
分析を行っているが，Henri 自身も述べている
ように，これを tension の代理とすることが妥
当かどうかについてはさらなる議論を要する。
また，Malmi and Brown（2008）は，コントロー
ル・パッケージ研究の推進に大きな役割を果た
した研究であったが，そこで示されたパッケー
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ジは過去数十年にわたる様々な研究を分類・整
理したものであった。そのため，相互作用につ
いては考慮されておらず，筆者が調べた限りに
おいては，その後の研究でも当該パッケージ内
の相互メカニズムについての有効な実証研究は
出てきていない。以上述べた論点については，
さらなる研究の発展が期待できると考えられる。

5 ．おわりに

　本稿では，マネジメント・コントロール論に
関する海外の代表的な先行研究のレビューを通
して，現代にいたるまでのマネジメント・コン
トロール研究の系譜を整理するとともに，今後
の研究発展の方向性について検討した。具体的
には，Anthony（1965）以降，理論的にも実証
的にも蓄積がなされてきたマネジメント・コン
トロール研究について，⑴ 会計情報を中心と
したサイバネティックなコントロールから戦略
論や組織論等の隣接領域を取り込んだ非会計情
報によるコントロールへの範囲拡大，および
⑵ 公式的な手続きによるコントロールから非
公式的なコントロールへの範囲拡大，という 2
軸で整理を行った。その中で，非公式的なコン
トロールは実証研究の事例が依然として少なく，
コントロール手段としては研究途上であると考
えられること，またマネジメント・コントロー
ル・パッケージ内の相互作用については，その
存在は以前から提唱されているが，いまだ限定
的な知見しか得られていないことを再確認した。
　最後に，もうひとつの研究拡張の方向性を提
示して，本稿の結びとしたい。マネジメント・
コントロールの役割を端的に述べると，「組織
における戦略の確実な実行」である。組織は規
模や業種にかかわらず，顧客や競合を含めた外
部環境とのインタラクションを常に行っており，
そのなかで当該組織の「あるべき姿」を実現さ
せるための手段として策定されるのが戦略であ
る。その意味では，マネジメント・コントロー
ルについての検討は，外部環境との関連性と併

せて行われる必要があるといえよう。実際に，
マネジメント・コントロールの領域では，組織
の環境適応行動（Govindarajan and Gupta, 1985; 
Simons, 1987; Simons, 1990ほか）や，新制度派
経済学における同質化（Dent,1991; Abernethy 
and Chua, 1996ほか）など，外部環境のコンテ
クストを考慮した先行研究が蓄積されてきた。
　さらに，これらのコンテクスト以外にも，組
織は外部環境と関連した構造的な特性を持つこ
とが示唆されている（新改，2018a； 2018b）。
その主要なコンテクストの 1 つが「組織慣性

（organizational inertia）」（Hannan and Freeman, 
1977; 1984ほか）である。組織慣性とは「あら
ゆる組織が構造的に持つ，変化を抑制し現状を
維持しようとする傾向」であり，外部環境の変
化に対する内部環境変化の遅れとなって表出す
る。この傾向は，程度の差はあれども，どのよ
うな組織においても観察されるものであるとさ
れている。この組織慣性は，組織論や社会学を
中心に様々な研究者によって議論されており，
学習効果の源泉である一方で，イノベーション
の阻害要因ともなるなど，実務的な関心も非常
に高い論点である。
　しかしながら，組織慣性とマネジメント・コ
ントロールとの関連性については，Simons

（1994）が事例研究の中で発見事項の 1 つとし
て触れているほか，新改（2021）が質問票調
査を用いた探索的な定量分析を行っている以外
に目立った研究はなく，十分な研究の蓄積があ
るとは言えない。この組織慣性を新たなコンテ
クストとして取り込むことで，今後のマネジメ
ント・コントロール研究がさらに進展する可能
性があると考える。

　本稿は熊本学園大学産業経営研究所の2019年度研究
助成を受けた成果です。ここに記して感謝の意を表わ
します。
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